
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

過疎 山村

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

計画期間※ 5年

開始年月日 2025年4月1日

終了年月日 2030年3月31日

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名
津野町（全部過疎）、津野町（一部山村）

地域内総人口（人） 5,226

地域総面積（㎢） 197.85

１　計画の基本的な事項

構成市町村等（作成者）名 津野町

津野町循環型社会形成推進地域計画

令和6年11月28日
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施済の場合

実施予定の場合

備考

実施しない（予定）地域 津野町（全部過疎地域であるため）

プラ要件化対象事業の実施 ○

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

高知県ごみ処理広域化計画
高知県廃棄物処理計画

　高知県では、県内市町村の相互協力によってごみ問題に係る諸問題を解決するための指針として「高知
県ごみ処理広域化計画（平成１１年６月）」を策定している。
　その中で、本町は高幡広域ブロックに位置付けられており、現存するごみ処理施設を１施設に統合して
整備する計画となっている。
　高幡広域ブロックのごみ処理施設については、これまで、高幡東部清掃組合（須崎市、中土佐町、津野
町（旧葉山村））及び津野山広域事務組合（梼原町、津野町（旧東津野村））がそれぞれ固形燃料化施
設、四万十町が焼却施設の３施設を整備していたが、令和３年度より津野山広域事務組合が高幡東部清掃
組合に集約され２施設となっている。
　今後についても、施設の集約化について、県を含め関係市町と協議していく。
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入状況 ①全ての構成市町村で導入済

備考

策定状況 ①構成市全てで策定済

策定済の構成市（計画の名称）

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和５年度 令和12年度 現状比

5,282 4,539 -14.1%

62 58 -6.5%

1,298 1,068 -17.7%

202 176 -12.9%

　その他排出量（トン） 0 0 0

　⑤総排出量（トン） 1,360 1,126 -17.2%

703 680 -3.3%

　再生利用量 908 776 -14.5%

67% 69%

　最終処分量 7 5 -28.6%

1% 0%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　排出量

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

　⑧埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

　③生活系ごみ排出量（トン）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　⑦総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　①総人口（人）

　②事業系ごみ排出量（トン）
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和５年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

1,360 t
リサイクル率

66.8%

処理残さ量

792 t
排出量 計画処理 58.2%

1,360 t
100.0% 減量化量

445 t
自家処理量 32.7% 最終処分量

7 t
0.5%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和12年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

1,126 t
リサイクル率

68.9%

処理残さ量

674 t
排出量 計画処理 59.9%

1,126 t
100.0% 減量化量

345 t
自家処理量 30.6% 最終処分量

0 t 5 t
0.4%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t
0.0%

0 t 908 t

1,360 t

0 t

0 t 776 t

1,126 t
1,019 t 5 t
90.5% 0.4%

直接最終処分量

107 t 669 t
9.5% 59.4%

中間処理量 処理後最終処分量

0 t
0.0%

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

直接資源化量 処理後再生利用量

1,237 t 7 t
91.0% 0.5%

直接最終処分量

123 t 785 t
9.0% 57.7%

中間処理量 処理後最終処分量

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

直接資源化量 処理後再生利用量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

　本町は産業廃棄物の処理を行っておらず、今後も行う予定はない。

　上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、表４のと
おり計画支援事業等を行う。

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。
　現状、本町においては最終処分場がない。主な可燃性ごみは、高幡東部清掃組合の固形燃料化施設にお
いて固形燃料化し、資源化しているため高いリサイクル率となっている。資源ごみ・不燃ごみについて
は、リサイクル処分できる自業者へ処理委託している。
　不燃ごみの処理区分については、現状の不燃ごみ集積場の面積が狭く、細かな分別ができていないた
め、今後は資源化率の向上させるため、ストックヤードを新設し、品目別に保管し選別のうえ、それぞれ
資源化処理委託していく。
　容器包装プラスチックの再商品化についても、これまで検討を重ねてきたが、コスト面等から、当面の
間可燃ごみとして固形燃料化としての資源化を継続するが、今後については、コストや環境影響等の情報
収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別収集の実施方法・実施時期について検討を行っていく。
　また、固形燃料化として出される前のごみ減量化の取り組みについて継続的に啓発し、１人あたりのご
みの排出量を削減していく。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 

　今後とも、生活系ごみの分別区分に順じ、収集、処分を行う。
　また、事業者に対しても、事業所におけるごみの減量化について啓発していく。
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表２　生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

区分 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ 可燃ごみ
固形燃料化・残渣
埋立→資源化

高幡東部清掃組
合

可燃ごみ 可燃ごみ 固形燃料化 残渣埋立
高幡東部清掃
組合

住友大阪セメ
ント

ビン 委託 ビン 委託 資源化

カン 委託 カン 委託 資源化

ペットボトル 委託 ペットボトル 委託 資源化

紙類（新聞・雑
誌等）

（売却）
紙類（新聞・
雑誌等）

（売却） 資源化

可燃性粗大ごみ
可燃性粗大ご
み

布類
廃プラスチッ
ク

金属類 金属類

陶器・ガラス類
陶器・ガラス
類

乾電池・蛍光灯
乾電池・蛍光
灯

家電製品 小型家電

家電製品

資源化

運搬
↓

リサイクル

分別区分ごと
に委託

運搬
↓

リサイクル・
資源化・埋立

リサイクル資源ごみ 資源ごみ

不燃ごみ

ストックヤード保管
↓

選別

ストックヤード保管
↓

選別

集積場保管
↓

運搬
↓

リサイクル・埋立

委託不燃ごみ

今　　　後（令和１１年度）

処理施設等
処理方法分別区分

現　　　状（令和６年度）
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
津野町ストックヤー

ド

事業主体 津野町

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

町内2カ所の粗大ごみ
集積場の問題点を解
消するとともに、ご
みの分別・再資源化
を推進していくた
め。

施設種別 ストックヤード

処理方式 集積

処理能力（単位） 500（㎥）

事業期間 R7～R8

竣工（事業完了）予定年月 R8.12

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
津野町白石甲

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策 浸水区域外

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

①資源ごみ
②不燃ごみ

備考
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ①

関連する本体事業の番
号

1

事業名
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 津野町

事業目的
マテリアル推進施設
整備工事のため

事業概要
測量、基本設計、

実施設計、地質調査

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

プラ要件の経過措置 －

プラ施設整備事業 －

備考

10



（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　現在、生活系ごみで固形燃料化する可燃ごみ及び資源ごみ（ビン・カン）については、有料指定ごみ袋
制で可燃ごみ指定袋大袋１枚60円、小袋１枚50円、ビン袋1枚50円、カン袋1枚50円で販売し、手数料徴収
している。
　不燃ごみは町内２カ所の集積場で各月１回受け入れを行っており、10㎏ごとに200円の処理手数料を徴
収している。

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

　火災事故等を未然に防止するため、リチウム蓄電池の処理工程で混入する危険性、適正な排出方法等に
ついて周知啓発を積極的に実施する。

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

（ア）　ごみ減量化等検討委員会の設置
　本町のごみ処理に関し、ごみの減量及び再資源化の推進を図るため、地域の体表者、各種団体等の代表
者等によるごみ減量化等検討委員会を平成30年から設置し、減量化・再資源化に向けて協議している。
　今後においても、検討委員会にて、廃棄物の適正な分別、保管、収集、再生、処分、減量化、再資源化
等の検討を継続して行っていく。
　
（イ）　３Rの啓発
　無駄なごみを発生させないことを最優先とし、広報やホームページなどでリユース・リサイクルの取り
組みを啓発していく。令和５年度からは、町のイベントにて捨てる予定の物でまだまだ使える物を募集
し、リユースコーナーを設け再利用する取り組みを始め、ごみ減量化に対する意識向上を図ってきた。今
後も、様々な方法により３Rの啓発に取り組み、町民の意識の向上を図っていく。

（ウ）　生ごみ堆肥化
　家庭から排出される生ごみの減少の取り組みとして、生ごみの堆肥化を推進していく。町民に対する生
ごみ処理機器の普及としてコンポスト購入補助、生ごみ削減の方法などを広報やポスター等により周知
し、可燃ごみ排出量の削減に努める。

（エ）　学校における環境学習
　小・中学校での環境に関する授業のほか、本町では、小学４年生から６年生を対象として、ごみ減量化
ポスターコンクールを実施している。親子で本町のごみ減量化について考え、ごみ減量化に対し意識向上
となる機会となっている。また、作品については町のイベントにて展示し町民の意識向上を図っている。

（オ）　再生品の需要拡大
　ストックヤードを効率的かつ効果的に運用することにより、リサイクル量の増加を図るとともに、公共
事業等での再生品の利用拡大について検討する。

（カ）　有料化の見直し
　今後も生活系ごみの有料化を継続するとともに、ごみ処理原価費用の上昇への対策やごみの排出抑制施
策として、徴収金額を検討していく。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

　町民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の排出抑制するよう、ま
た、認定プラスチック使用製品を使用するよう広報やポスター等で啓発・情報提供を行う。
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　事業活動に伴って排出されるごみは、排出事業者自らの責任において適正処理しなければならないこと
を周知徹底するとともに、ごみの減量化及び資源化について先進事例等の情報提供を行う。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　本町の地域防災計画を踏まえ策定した災害廃棄物処理計画に基づき、災害時に発生する廃棄物の収集及
び処理を行っていくが、廃棄物の収集及び処理に必要な人員や車両が不足する場合並びに処理施設が不足
する場合には、協定締結市町に対して支援を要請し、適正な処理を行う。仮置場については、現在選定中
であるが、統合後のストックヤードも含め、選定要件を踏まえた候補地の絞り込みを行い、仮置場の運営
管理体制を検討していく。

　　オ　事業系ごみに関する施策内容
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　毎年、計画の進歩状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、国及び高知県と意見交
換をしつつ、計画の進歩状況を勘案し、計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果を取りまとめた時点で、速やかに計画の事後評価、
目標達成状況の評価を行う。
　また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。
　なお、計画の進歩状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度

0 300,000 0 255,000 0 255,000 0 0 0

1 津野町 500 ㎥ R7 R8 R7 R8 300,000 255,000 255,000 全体事業期間：R7～R8

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0

0

0 30,000 0 30,000 30,000 0 0 0 0

① 津野町 500 ㎥ R7 R7 R7 R7 30,000 30,000 30,000 全体事業期間：R7～R8

0

0

0 330,000 0 285,000 30,000 255,000 0 0 0合     　　計

事業
番号

事業主体
名　　称

備　　考

計画支援事業等

事業番号１のための計画支援

し尿処理施設の改良事業等

適正な最終処分のための整備事業

廃棄物運搬中継のための整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

施　設　名　称　等

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

津野町ストックヤード

エネルギー回収等のための整備事業

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別 規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）
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【添付書類１】一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

①総人口（人） 5,622 5,515 5,382 5,282 5,223 5,114 5,000 4,880 4,765 4,653 4,539

②事業系ごみ排出量
（トン）

48 52 60 62 70 68 60 60 58 58 58

③生活系ごみ排出量
（トン）

1,422 1,361 1,313 1,298 1,278 1,233 1,198 1,165 1,152 1,098 1,068

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

217 210 197 202 199 191 186 182 181 180 176

その他排出量
（トン）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑤総排出量
（トン）

1,470 1,413 1,373 1,360 1,348 1,301 1,258 1,225 1,210 1,156 1,126

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

716 702 699 703 707 697 689 686 696 681 680

⑦総資源化量
（トン）

976 938 926 908 898 877 858 840 838 792 776

⑧埋立最終処分量
（トン）

5 7 7 7 7 6 6 6 6 5 5

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

976 938 926 908 898 877 858 840 838 792 776

年間日数
（日）

365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365

指標・単位

過去の状況・現状 予測
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0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

1,422 1,361 1,313 1,298 1,278 1,233 1,198 1,165 1,152 1,098 1,068 

48 
52 

60 62 70 
68 60 60 58 

58 58 

1,470 
1,413 1,373 1,360 1,348 1,301 

1,258 1,225 1,210 1,156 1,126 

0
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1,000

1,200

1,400

1,600

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

976 
938 926 908 898 877 858 840 838 

792 776 

5 7 7 7 7 6 6 6 6 5 5 
0
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1,200

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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5,622 5,515 5,382 5,282 5,223 5,114 5,000 4,880 4,765 4,653 4,539 
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

217 210 197 202 199 191 186 182 181 180 176 

716 702 699 703 707 697 689 686 696 681 680 

0
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）
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【添付資料２】　対象地域図
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【添付資料３】　地域内の集積場の現状と新設予定位置図
（１）現有集積場の位置図
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（２）新設予定ストックヤード位置図
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【添付資料４】　現有及び新設予定の施設が所在する地域のハザードマップ
（１）宮谷集積場
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（２）大谷集積場及び施設新設予定地
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